別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費　　　
	事業名: 山岳遭難防止対策事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  
知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理係　電話番号：058-272-1111（内2414）
　　　　　　　 E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 3,470千円（前年度予算額：3,200千円）
	要求内容


	１　要求の内容


近年、県内における山岳遭難事故が増加(※)しており、安全登山に関する広報啓発
活動、登山者指導等を県自ら推進することで山岳遭難事故防止を図っている。
（※特に平成23年は遭難発生件数、遭難者数とも過去最高を記録した。）
　　平成22年度以降これまで「登山届の提出促進」「安全な登山の普及」「充分な装備品
　の携行」に重点を置き、登山口での遭難防止対策として、登山届ポストの設置、広報　啓発活動等を実施してきたが、平成25年度は「県外居住登山者への広報活動」を中心に下記の事業を行う。
（１）県外居住登山者を対象とした広報啓発活動
　　平成24年の遭難事故発生状況を分析し、遭難した登山者の居住割合が多い地域に
おいて、隣接県（富山県、長野県、石川県）と連携し広報啓発活動を実施する。
　また、山岳連盟（東京都、大阪府等）に対しても、当県の山岳遭難防止広報活動
への協力を依頼するとともに、山岳専門誌（「山と渓谷社」「岳人」）に当県で実施し
ている山岳遭難防止活動、安全登山の呼びかけ等の掲載を依頼する。
（２）北アルプス登山マップ（平成25年度版）の作成、配布
 岐阜県内はもとより、富山県内及び長野県内の北アルプス全域を網羅した登山マ
ップ（登山道、各種施設、平成24年中の遭難事故発生場所、危険箇所、登山届ポス
ト設置場所等を記載）を作成、配布する。
（３）北アルプス登山ガイドブック（平成25年度版）の作成、配布
北アルプス地域における登山ルート危険箇所、登山時に必要な服装、装備品の携　
行、登山届提出の必要性を記載した「ガイドブック」を作成、配布する。
（４）安全登山推進リーフレット、ポスターの作成、配布
（５）登山届ポストの設置（前山：中津川市）

（６）山岳遭難防止対策強化期間における隣接県等と連携した広報啓発活動
夏山シーズン（7～8月）を「山岳遭難防止対策強化期間」と位置づけ、隣接県
（富山県、長野県、石川県）と連携し、各県の登山口における広報啓発活動を展開
（７）北アルプス地域でのバス車内放送の実施
（８）北アルプス三県（長野県、富山県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会議及び
白山二県（石川県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会議を開催し、山岳遭難防
止対策について検討のうえ実施する。
	２　所要経費


（１）啓発用リーフレット、ポスター、ガイドブック等作成事業費  555千円
（２）登山届提出啓発活動事業費
・登山届ポストの設置(中津川市)　418千円
・バス車内放送広告（北アルプス地域） 168千円
（３）山岳遭難防止対策強化期間中の啓発活動事業費　1,279千円
（４）広域連携遭難防止対策事業費　219千円
（５）広告掲載料　831千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,200

	要求額
	3,470
	0
	0
	0
	0
	0
	190
	0
	3,280

	決定額
	3,470
	0
	0
	0
	0
	0
	190
	0
	3,280


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　近年、県内における山岳遭難事故が増加傾向にあることから、安全登山に関する広報啓発活動、登山者指導等を県自ら推進することで山岳遭難事故防止を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	全登山広報実施
対象者数
	0人
（H22）
	650人
（H23）
	（H　）
	1,110人
（H24）
	年1,500人
（H27）
	74％



○指標を設定することができない場合の理由
	

	（平成24年度の取組）
・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）北アルプス三県(長野県、富山県、岐阜県)合同山岳遭難防止対策連絡会議
・第１回会議
　　平成24年5月14日　岐阜県飛騨警察署神岡警部交番で開催（出席者17人）
・第２回会議
　　平成24年11月13日　長野県大町警察署で開催（出席者13人）
（２）白山二県（石川県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会議
・第１回会議
　　平成24年5月16日　岐阜県白川村役場で開催（出席者26人）
・第２回会議
　　平成24年11月15日　石川県庁で開催（出席者23人）
（３）平成24年度の活動
１）県で実施した具体的な取り組み
・北アルプス登山マップの作成、配布
・北アルプス登山ガイドブックの作成、配布
・遭難者が多い北アルプス地域においてバス車内放送広告を実施
・安全登山、登山届提出促進に関するリーフレット、ポスターの作成、配布
・登山届ポスト設置（１箇所：天蓋山）
２）他県と連携した広域的な取組み
・北アルプス三県（長野県・富山県・岐阜県）合同キャンペーン活動結果
　東京都千代田区地内　ICI石井スポーツ登山本店前
　　平成24年7月7日　　対象250人
岐阜県高山市奥飛騨温泉郷地内　新穂高登山センター前
  　平成24年7月14日　 対象150人
　　平成24年8月8日　  対象100人
・白山二県（石川県、岐阜県）合同キャンペーン活動結果
　石川県白山市白峰地内　別当出合登山口
　　平成24年6月30日　対象250人
　石川県白山市白峰地内　「白山まつり」総湯前特設会場
　　平成24年7月22日　対象200人
　岐阜県大野郡白川村平瀬地内　平瀬道登山口休憩所前
　　平成24年8月4日　 対象150人
・恵那山、御嶽山二県（長野県、岐阜県）合同キャンペーン活動結果
　岐阜県中津川市神坂地内　神坂登山口周辺
　　平成24年8月11日　対象30人
　岐阜県下呂市小坂落合地内　小坂落合登山口
　　平成24年8月18日　対象30人


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　主要登山口等において、登山者に対し登山届の提出、安全登山について直接呼びか
けたことや新規に登山届ポストを設置したことで登山届提出件数が増加した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
　　○

	近年の登山ブームにより、県内における山岳遭難事故件数も年々増加していることから、山岳遭難事故防止対策を県自ら推進することは重要な事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　安全登山及び登山届提出に関して広報啓発活動を実施した結果、登山届の提出件数は増加している。
　また、平成24年度の夏山シーズン（7～8月）中の遭難事故発生件数も20件（前年比-17件）と減少した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　より効果のある広報活動を実施するため、関係県と合同で東京都内や石川県内で広報活動を実施するなど、実施方法の見直しを図った。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　山岳遭難者数の約78％（平成23年）が県外居住者であることから、県外に居住
する登山者に対する呼びかけが必須である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　県外に居住する登山者の遭難事故が多いことから、「県外居住登山者への広報活動」を中心に事業を行う必要がある。


